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平成２２年度 第２回

大阪府・大阪市経済動向報告会 第３部資料

環境・健康志向で優れたポテンシャルを有する
自転車を活用した大阪市の新交通社会を考える

『 将来の社会像から捉えた自転車関連産業の
拡大・発展可能性にかかる調査報告書 』より

平成22年7月27日

財団法人 大阪市都市型産業振興センター

経済調査室長 徳田 裕平

(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 1

調査目的：
本調査は、環境や健康面から将来の理想的な社会像実現に大きく貢献できるポテンシャルを有する自転車

およびその関連産業を対象として、幅広い観点から自転車利用の実態や最新の取り組み／動向などについて
基礎的な調査を中心に行うものであり、もって今後の成長産業としての可能性と方向性を探る基礎情報に
資することを目的としている。

調査フロー

インターネット調査

インタビュー調査文献 ・ ＨＰ調査等

２ 自転車をめぐる
法制度や都市
政策等の動向

３ 自転車産業の動向

４ 大都市住民の
自転車利用実態調査

５ 自転車利用の
新たな潮流と
先駆的取組み

６ 将来の社会像から捉えた
自転車関連産業の
拡大・発展への課題

■■１ 調査概要
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■■２ 自転車をめぐる法制度や都市政策の動向

（１）財の特性からみた自転車

乗り物／軽車両であることで生ずる自転車に特有な性質に要着目

① 公共空間を利用する私的乗り物／軽車両としての公的特性

・自転車は市民の身近な短距離移動の交通手段

→ 公共空間にタイヤを接地して利用せざるを得ない乗り物

→ ・事故や不法駐輪等の外部不経済が顕在化する可能性
・必然的に公共空間下での利用マナー遵守が必要

② 無防備な乗り物であるがゆえの利用者ニーズ特性

・安全性や快適性・対天候性などに求められる多様なニーズあり

例：・事故時傷害の最小化に向けたヘルメットや手袋の新商品

・タイヤ／雨具など、雨天時の快適運転への不満は未解決

③ 乗り手と使用目的の多様性が錯綜する多様な市場特性

上記に加え、利用者、利用目的が多様であり、市場特性が細分化

・利用階層： 幼児～高齢者に至る幅広い年齢階層、男女とも

・利用目的： 交友･遊び、通学･通勤、子供の送迎、買い物、
健康増進、ポタリング、サイクリング、本格的競技練習、
業務用の荷物搬送 など実に様々で複合的

・商品・サービスの：１）価 格 帯 ：数千円～100万円超まで幅広い
多様性 ２）商材分野：車種、部品、付属品、ウェアなど

３）サービス：補修、駐輪場、イベント、雑誌など

（２）わが国における自転車政策の動向
昭和40年代の高度経済成長に自転車、自動車ともに大幅増加
したため、自転車事故の多発と大量の放置自転車が社会問題化

【1970年】

・道路交通法上改正 → 公安委員会が指定した歩道を自転車
が通行可能

・ 「自転車道の整備等に関する法律」施行、道路構造令大幅改正

【1978年】 ・｢自転車駐車対策の推進について｣

【1980年】 ・「自転車の安全利用の促進及び自転車駐車場の整備
に関する法律」(自転車法）

【1993年】 ・ ｢自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策
の総合的推進に関する法律｣ (改正自転車法）

【2001年】 ・道路構造令の改正 → 交通量の多い道路を新設、改築
する場合には自転車道を原則設置

■ 自転車の走行環境の現状

・道路管理者による自転車の走行環境の整備は徐々に進展
⇒ 自転車専用通行空間の総延長は2,530km（3.2％）に過ぎない

・大都市の道路状況では自転車道の整備は決して容易ではない
⇒ わが身の安全を重視する自転車利用者は歩道通行を選択

■ 自転車が関連する交通事故の増加

・16万件弱、全交通事故に対するシェアは21.2％ （2009年）

・事故の相手当事者別内訳では対自動車が８割超であるが、
自転車相互や対歩行者の事故件数が急増中

But
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■■２ 自転車をめぐる法制度や都市政策の動向

（３）自転車に関わる自治体行政の動向 （４）自転車を取り巻く大阪市の行政施策の動き

① 放置自転車対策の状況

・放置自転車が多い根本理由：１）駐輪したい場所の近くに
適切に駐輪できるスペースがないこと、２）違法駐輪をして
も撤去確率が低く、カギを掛けておけばほぼ安全なこと

・駅周辺での自転車駐輪場の設置により放置台数は漸減

・駐輪場の設置主体は自治体等公的機関が圧倒的に多い

② 大量の駐車需要を生む施設に対する駐輪場付置義務

・全国692の自治体が1,024の条例を設置しているが、この
うち駐輪場付置義務条例の設置数は118に過ぎない

・対象施設は百貨店、スーパーマーケット、銀行、遊技場等

・鉄道事業者も自社経営の駐輪場設置に努力はしている
ものの、土地不足、駐輪場は赤字経営、鉄道事業本体の
経営が苦しく整備費用負担が困難等のため対応不十分

③ 自転車道、自転車レーン等の整備

・道路管理者・公安委員会が推進の中核を担うが街づくり
担当、ＮＰＯ、沿道住民、自転車利用者、歩行者、鉄道
事業者など多くの関係者のパートナーシップが不可欠

《自転車道整備に関わる国土交通省施策》

・自動車利用実態調査では５km未満のトリップのシェアが
約4割を占める ⇒ 自転車にシフトさせる施策が有効

・モデル地区づくり： 2008年1月に全国からモデル地区98
ヶ所を指定し、２年間で自転車道／レーンを設置

・次の取組み：今後は現地分析の上、公共交通機関との
連携も考慮しつつ、迂回路を含めたネットワーク構築へ

大阪市は放置自転車対策を政策推進ビジョンにおいて重点的
に取り組む課題として位置づけて様々な施策を精力的に展開中

① 市民協働型自転車利用適正化事業『トライアルプラン』

・市民に身近な区役所が中心となり、市民と協働で効果的な
放置自転車対策の試行・検証を行う事業を2008年度から展開

《 主たる実施メニューの一例 》
・市民協働による放置車の現地啓発・指導・整理
・市民協働型の協議会の設置、運営
・地域提案による有償サイクルサポーター

② 自転車まちづくり地域協定

・繁華街・ビジネス街で勤務する従業員や、来客による自転車
利用が多数を占め社会問題化していることに鑑み、地域住民・
事業者との協働により、自転車通勤の自粛、適正な管理などへ
の参加について、市と地元組織が協定を締結して推進中

《 協定の内容の一例 》
・事業者による従業員等への自転車利用自粛の取組み
・事業者による駐輪施設の整備（従業員・来客用など）
・自転車利用者に対する指導・啓発活動を実施

③ 自転車放置禁止区域

・キタやミナミの繁華街を中心にエリアを設定し拡大中
・禁止区域では従前より７～８割も放置車が減少、効果絶大

④ 駐輪場附置義務条例の策定

・良好な都市環境の形成に資することを目的に、大量の駐車
需要を生む集客施設や共同住宅での駐輪場設置・管理に
必要な事項（対象施設、設置基準等）定めて2009年度に制定
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■■３ 自転車産業の動向

（１） 自転車産業の全体像

《 対象とする自転車関連産業 》

・自転車本体の製造業

・自転車の快適利用を推進する
商品群や駐輪場などの諸サービス
の全体を包含する分野

・行政が整備する自転車道や放置
自転車対策事業も広義には産業
に含める

・自転車の回収・処理関連産業

・右図では業務用、牽引車両等を
除いて表示しているが、本来的
には含まれる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駐輪機器メーカー 

（有料）駐輪場事業 

放置自転車対策事業 

（国内）自転車メーカー 

        

 

 

 

           海外自転車メーカー

自転車流通・サービス業 

・自転車卸売業（輸入を含む）

・自転車小売業（新車・中古車）

・(出張)パンク修理等ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業

その他産業の自転車関連部門 

・スポーツウェア等アパレル業 

・雑誌等出版業 

・精密機器メーカー（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀー等）

・家電メーカー（自転車用ナビ等）

・金融決済事業（料金徴収、ｶｰﾄﾞ）

・旅行業（サイクルツアー等） 

自転車道路整備事業 

・道路建設業 

・道路資材製造業 

など 

貸し自転車業 

・レンタサイクル事業

・コミュニティ 

サイクル事業 

鉄道業 行 政
指定管 理者 

二次電池メーカー

自転車回収・処理関連産業 

・粗大ごみ回収事業、小売店回収 

・処理業、資源リサイクル事業 

・自転車再生事業 

本体 付属品 

部品 
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67.3％

② 自転車業界の構造
・戦後～1980年代：国内完成車メーカーが中心となって業界を牽引

し、下請部品メーカーと垂直統合型産地を形成
・～90年代：国内完成車メーカー、部品メーカーともに海外の自社

系列工場や現地メーカーから調達して低価格化に対抗
・90年代後半～：急激に台頭した専門小売チェーンでは中国系製造

卸メーカーと直でＰＢ商品を生産委託するケースも

業界の主導役が小売業に推移

■■３ 自転車産業の動向

（２） わが国の自転車産業の動向

① 輸入を含めた国内完成車市場の概況

・戦後～1980年代：長期トレンドは台数、金額ともに増加基調
・80年代後半～90年代：低価格輸入車が市場シェアを伸張させ、

金額ベースで市場規模が縮小した時代
・2000年以降：輸入車が市場を支配する国産車冬の時代
・現在の市場：生産･輸入ﾍﾞｰｽ：１千億円強、小売ﾍﾞｰｽ：２千億円強

図① 自転車完成車の国内市場（純国内生産、輸入）動向

図② 自転車業界の現在の生産・流通構造
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資料：「東アジア自転車産業論」（慶応義塾大学出版会）を参考にして独自に作成。
注：ＰＢ＝プライベート・ブランド

資料：（財）自転車産業振興協会
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③ 国内生産の近年の動向と車種別変化
・2000～06年にかけて減少傾向をたどり、工場数で５割減、出荷額
で４割減になったが、07年に反転上昇し、下記要因で転機が到来

・電動アシスト車の機能向上、法的改正による普及拡大：
・当初の課題：長い充電時間が必要、車両重量が重くなる
・技術進歩：リチウムイオン電池により性能向上と重量軽減化
・道路交通法改正：・電動アシスト比率が最大で２倍まで許容

・二輪車等の違法駐車の取り締まり強化

・生産台数：30万台（2009年）を超え、原付第一種自転車を上回る

・６万円前後の出荷単価であり、出荷額や付加価値額を押し上げ

■■３ 自転車産業の動向

（２） わが国の自転車産業の動向（続き）

図Ａ 自転車・同部分品製造業の近年の構造変化
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【台数ベース】
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図Ｄ 二輪車の需要形態の変化

資料：2009年度 「二輪車市場動向調査」（社）日本自動車工業会

図Ｂ 二輪車と電動アシスト自転車の国内需要動向
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図Ｃ 車種別国内での生産動向

資料：（財）自転車産業振興協会
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■■３ 自転車産業の動向

（２） わが国の自転車産業の動向（続き）

④ 輸入完成車の状況

・市場（2009年）：台数で862万、金額で700億円と極めて大きい
・仕入国別シェア：中国（台数：95.5％、金額：84.6％）と突出

台湾（同3.6％、13.8％）が次ぎ、２国で支配
・車種別輸入率：子供車･幼児車、マウンテンバイク：98％以上

最大市場の軽快車：86.9％
・単価比較：国産車と比べ輸入車では、軽快車で最も価格差、
価格倍率が大きく、次に市場が大きい子供車でも類似傾向

⑤ 自転車保有台数と買い替え等による廃棄とリサイクルの動向

・保有台数：最近は70百万台前後でほぼ安定
・廃棄比率（廃棄÷生産）：1980年代後半以降、販売の約９割

⇒・低価格輸入車の台数増加により廃棄台数も増加基調
・廃棄車対策が不可欠 ・買い替えサイクル：６年程度

・回収･処理状況：再資源リサイクル率：７割、国内の再生車
市場や輸出に出回るのは各１割強

⑥ 駐輪産業の動向と駐輪場整備の動向

・駐輪場設置：全国的に着実に推進され、収容能力：約440万台
・設置主体別動向：・自治体設置がほぼ順調に伸長

・民間事業者は小規模者などで徐々に廃業
・ （財）自転車駐車場整備センターと鉄道

事業者はシェア増加（合計で15％弱）
・駐輪場付置義務化：条例設置により商業施設等に対しても
義務化するケースが増加し、商業者もサービスの一環で対応

・放置自転車台数：長期に右肩下がり（1991年：83万台 ⇒ 2007
年：33万台へと６割減）。よって、放置車対策として駐輪場整備
が極めて有効な手段

図④ 主要車種別の輸入率と単価の比較（2009年）
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資料：（財）自転車産業振興協会

図⑥ 自転車駐輪場の整備状況

資料：内閣府「駅周辺における放置自転車等の実態調査の集計結果」

市区町村等 鉄道事業者
自転車駐車場整備センター 自転車普及協会
民間駐車場業者 大型店舗
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資料：（財）自転車振興協会資料　注：自転車業界の年度は３月～２月

■■３ 自転車産業の動向

（３） 大阪における自転車市場と産業集積

① 自転車の保有台数と消費状況からみた大阪の消費者の特徴

・保有台数：・大阪府：6,515千台、人口当たり：0.74台でともに２位
・人口当たり台数でベスト７位までの構成は大阪圏の

３府県と首都圏の４都県で占められる
⇒ 稠密な都市構造を持つ地域で利便性が評価

・車種別売れ筋：大阪圏の消費者は東京圏と比較して、電動
アシスト車、子供車･幼児車、スポーツ車の
割合が高い ⇒ 独自の嗜好を求める消費者像

② 自転車小売業に関する大阪の特徴

・事業所数や販売額では東京都に次いで大阪府が第２位で肉薄。
事業所数の最近の増加率は都の２倍以上。販売額でも人口シェ
アの２倍近い12％を占めており、小売業は極めて活発な状況

・大阪府の専門店は売り場面積規模：74.3㎡と大きく全国第５位、
店舗当たり販売額はトップ。 ⇒ 大規模で強い販売力を誇る店舗

・店舗の経営形態は８割が個人商店の小規模店が依然多数派。
全国比較では法人経営が約５％多い ⇒ 大規模と強い販売力

●代表的な専門小売チェーン：

・国内200店舗以上を有するわが国最大の企業が市内都島区に
ある。積極的な店舗展開により3年後には全国300店舗の計画。
経営スタイルは100～150坪の広い郊外型店舗で、中国からの
OEM調達をメインとする企画・開発型PB商品で豊富な品揃え

・その他、関西を中心に30近い郊外型店舗を展開する小売チェー
ンもあり、本社を八尾市から江坂に最近移転して事業を拡大中

・大阪の自転車小売業も、従来の小規模店中心から専門チェーン
店やホームセンター、GMSの販売シェアが高まりつつある

背景

図① 自転車の車種別販売台数シェア

図② 主要都府県における自転車小売店の販売状況
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■■３ 自転車産業の動向

（３） 大阪における自転車市場と産業集積（続き）
③ 自転車製造業（部品を含む）に関する大阪の特徴

・産地形成過程・変遷：

・堺市には戦後早く製造卸メーカーと多くのパーツメーカーが
集積し、産地を形成したが、格安輸入車が市場を支配する
時代が到来し、大手専門チェーン店などの小売業が直接
輸入品を買い付けて勢力を伸張させたため、国内製造卸
メーカーは苦戦を余儀なくされ、2000年代半ばに大手製造
卸メーカーが次々と倒産。時代の転換を迫られた。パーツ
メーカーは、辛うじて堺市、大阪市平野区・住吉区、東大阪
市に残っている程度。極く一部のパーツメーカーは高い技術
力を持つが、多くは労働集約型の中小企業で脆弱な体質

・他方、関西の家電メーカー系の２社では、電動アシスト車に
注力しつつ、市場の半分を押さえて成長軌道にある

・転機を乗り越え重要な成長産業分野へ：
・事業所数： 2002年：159 ⇒ 08年：114にまで減少 But
・従業者数： 378万人 ⇒ 464万人 へと23％も増加
・製造品出荷額：1,379億円 ⇒ 2,355億円へと71％の大幅増

・高付加価値産業：金額ベース：64％増加、付加価値率：約50％

・全国シェア：金額ベースでは一極集中的な最大産地を形成↓

事業所：50％､従業者：60％､出荷額：75％､付加価値額：79％

④ 駐輪場整備と放置自転車に関する大阪市の特徴

・市営駐輪場の整備台数は徐々に増加しており、2000年以降を
見れば施設利用台数も増加基調にある。しかし、整備台数に
対する利用率ではこの10年間、ほぼ60％台前半で一定範囲

・大量の放置自転車が常態化している現状に対して、市では
放置車の撤去を強化した。ピーク時に30万台に迫った台数は
減少し、07年には23万台少々になったが、08年に再び上昇

・放置車の返還率は４割強にまで低落し、現在もその水準
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図③ 自転車･同部分品製造業に関する大阪府などの動向

図④ 自転車駐輪場に関する大阪市の動向
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■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（１） インターネット調査概要

（２） 回答者の基礎的属性

・ 居住地：半数を占める大阪市民を６つのエリアにて再区分
⇒ 南東部と西部が５％前後、その他は10％前後

・ 年代：30-39歳：25.0％、18-29歳：21.9％、40-49歳：21.0％、
50-59歳：17.0％、60-69歳：15.1％でエリアや性別

（全体では男性：51.8％）よる偏りはほぼ見られない

・ 住居最寄駅：大阪圏住民では、大阪市営地下鉄合計で40
％、ＪＲ大阪環状線と阪急京都線を加えると
約55％。シェアの高い路線が上位にランク

・ 家族構成：1、2、3人の各世帯が各24％強、4人：19％、平均
：2.7人／世帯でやや大きめ。←近隣市民の影響

4人 18.6%

3人 24.1%

2人 24.1%

1人 24.4%

7人 0.4%
8人 0.1%

9人 0.0%

6人 2.2%

5人 6.0%

（n=2200)

50-59歳
17.0%

30-39歳
25.0%

60-69歳
15.1%

40-49歳
21.0%

18-29歳
21.9%

（n=2200)

（482）

（549）

（462）

（375）

（332）

（％）

大阪市
大阪市
近郊

東京都

１８－２９歳 50.0 24.9 25.1

３０－３９歳 50.1 25.1 24.8

４０－４９歳 49.8 25.1 25.1

５０－５９歳 49.9 25.1 25.1

６０－６９歳 49.7 25.3 25.0

大阪南部
7.5%

東京23区
25.0%

大阪市
49.9%

大阪東部
7.5%

大阪北部
5.0%

阪神エリア
5.0%

（n=2200)

（1098）

（550）

（111）

（111）

（165）

（165）

（％）

都心部 10.0

北部 10.7

西部 5.5

東部 10.7

南東部 4.4

南部 8.6

（％）
18-29歳 30-39歳 40-49歳 50-59歳 60-69歳

男性 21.1 25.4 20.3 17.1 16.1

女性 22.7 24.4 21.8 17.0 14.1

（％）

大阪市
大阪市
近郊

東京都

男性 49.9 24.8 25.3

女性 49.9 25.4 24.7

図Ａ 回答者の居住地

図Ｂ 回答者の年代

図Ｃ 回答者の性別

図Ｄ 回答者の世帯人員

・調査目的：大都市圏住民の自転車利用実態や、生活者が
自転車やその利用環境に対して抱いている不満
や望んでいる解決策などを多角的に分析し、財・
サービスのニーズを解明して、自転車関連企業
の事業展開や行政の施策展開に資する

・調査方法：インターネット調査により2,200人から回答

・調査対象：大阪市民を中心（1,098人）に、大阪市への通勤・
買い物等の期待度の高い近郊都市市民（552人）、
ならびに大阪圏と対比で東京都23区民（550人）

・質問項目・１）所有している自転車、２）自転車による買い物
と駐輪サービスの現状、３）自転車を使っての
通勤・通学の現状、４）レンタサイクル、コミュニ
ティサイクルの利用実態と意向、５）自転車全般に
関する個人の認識、ならびに６）基礎的属性
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（0.2％）
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■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（３） 自転車の所有・利用概況

① 家庭での自転車保有台数と種類別内訳

・１台：36.6％と最多、２台：21.0％、０台：19.2％、３台：13.1％
・世帯普及率：80.8％、人口当たり：61.3％、平均台数：1.64台
・自転車を持っていない世帯を含めた車種別普及率は、軽快車：

71.4％で突出し、２台以上保有する世帯も約4割ある。次いで、
スポーツタイプと折りたたみ車が各10.8％、子供車･幼児車：
7.5％、電動アシスト車：6.0%

② 回答者が利用する台数と種類

・自転車に乗る人の9割は愛用車が1台でほぼ固定されている
・車種別：軽快車：81％と突出、第2位はスポーツタイプ：9.4％、

折りたたみ車：8.3％、電動アシスト車：5.7%の順

③ 自転車の購入場所

・車種によって多少特徴がある。
・軽快車：小規模店 ≫ ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ ≫ 中･大規模店 計で７割強
・アシスト車：中･大規模店、小規模店、ﾈｯﾄｼｮｯﾌﾟが各２割で拮抗

④ 自宅での自転車の置き場所

・屋根付きやマンション建物内の駐輪場が最多で４割強～６割弱

図① 家族で所有している自転車の種類別・台数別普及率

参考図Ａ 二輪車保有者の他車両保有状況

資料：「二輪車市場動向調査 2009年度」日本自動車工業会

資料：「二輪車市場動向調査
2009年度」（社）日本自

動車工業会

参考図Ｂ 二輪車新車購入
ユーザーの購入時
の他の乗り物との
比較検討

 ① | ② | ③ | ④ | ⑤＜比較検討した他の乗り物＞

　　　　　　  2009年度調査　　　　　　　    |　　　　      2007年度調査

％ ％ ％ ％
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（３） 自転車の所有・利用概況（続き）
⑤ 自転車利用の主たる用途

・軽快車とアシスト車の用途パターンは類似：買い物が
ベースにあって（８割強）、通勤･通学にも利用：1/4～
1/3で２大用途形成

・ただし、アシスト車はサイクリング等や子ども送迎
割合が多い

・折りたたみ車は６割強の買い物がベース用途で同様
だが、以下、遊び･交友やサイクリング等での利用が
多い特徴がある

・スポーツ車ではサイクリング等が６割を占めるベース
用途

⑥ 電動アシスト自転車に対する意向（複数回答）

・「興味がない」：41.9％と最多、次いで「もう少し安価に
なれば購入したい」：26.9％、「体力が衰えた場合に
検討」：20.6％

・ただし、30歳以上の年代で「興味がない」割合は約
４割で同程度であり、幅広い潜在需要層がある

85.1

81.8

63.6

38.1

32.4

23.9

14.0

29.9

3.1

8.7

18.2

25.6

59.9

6.4

11.4

7.4

9.1

16.5

10.2

34.9

20.4

6.5

5.7

7.8

1.3

2.3

4.1

3.9

1.4

1.1

1.1

1.6

0.7 4.8

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

軽快車     (n=1271)

電動アシスト車(n=88)

折りたたみ車 (n=129)

スポーツタイプ(n=147)

買い物 通勤・通学 ビジネス サイクリング・軽い運動 子どもの送迎 通院 業務用 遊び・交友 その他

（％）図⑤ 自転車の種類別用途
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図⑥ 電動アシスト車に対する意向

参考図 二輪車の主な使用用途

資料：「二輪車市場動向調査 2009年度」（社）日本自動車工業会

■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査
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自転車では買い物には行かない 月に1～3回程度 週に1～3回程度 週に4～5回程度 1日1回程度 1日に2回以上

（n=1561）
（％）

月間
買物
回数

期待値

11.111.1

5.2

4.1

1.8

1.3

1.5

0.8

■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（４）自転車による買い物行動と駐輪サービス
への要望

① 買い物時利用の業態別頻度

・最も多頻度はスーパーで、週に１～３回程度：31.5％のほか、
それ以上の頻度で行く人も23.4％いる

・買い物に自転車を使わない人も含めた月間買い物回数の
期待値ではスーパーが11.1回、以下多い順にｺﾝﾋﾞﾆ、商店街
が4～5回で他は2回未満

・特徴的な購買行動ではホームセンターには自転車で月に１
～３回程度行く人が４割近くあり、最も多い

② 自転車に関わる買い物時の困りごと

・困る割合の高い順に「雨の日、駐輪場に屋根がない」、「整列
駐輪されていない」、「人や車と通路が分かれていない」、「盗
難・損傷の危険性がある」だが、1/2～1/4とさほど多くない

・逆に言えば“雨に濡れなくて通路区分がハッキリした駐輪場で
管理監督が行き届いた”駐輪場を整備・提供することが誘客
材料となることを示唆

③ 駐輪場不足等に起因する不満・迷惑を感じる店舗・施設

・商店街、金融機関、スーパーの３つが３割以上でワースト３
・一般に駐輪場附置義務対象とはならない商店街での対応が
後回しとなり、状況が改善されないことが最も懸念される

⇒ 附置義務対象施設の拡充、条例制定の必要性

④ 買い物時にあれば望ましい駐輪サービス （自由記述）

・「空気入れの設置」：26.9％、「自転車の整列・整理」：19.3％が
突出して多い。その他「十分な駐輪スペースの確保」：5.3％、
雨対策（屋根の設置・タオル貸出等）：4.5％など

図① 自転車での買い物の業態別頻度

図②
買い物時の
自転車に
関わる
困りごと

図③
駐輪場不足
等に起因
する不快度・
迷惑度の高
い店舗・施設

13
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■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（５） 自転車を使っての通勤・通学の状況

① 通勤・通学時の自転車利用状況

・通勤・通学区間の一部にでも自転車を利用している割合は、
全回答者の20％であるが、「通勤・通学自体していない」：34％、
「すごく近所で、自転車で通勤・通学ほどはない」：8％を除いて
通勤･通学をしている回答者に限定すると35％にも達する

・大阪圏の方が東京圏よりも8～9ポイントも利用割合が高い

② （自転車利用者の）通勤・通学経路の利用区間と乗車時間

A：自転車利用区間：
・「自宅から職場・学校までの全区間」利用割合：61％と大半で、

以下「自宅から駅・バス停までの区間のみ」利用：35％、「駅・
バス停等から職場・学校(近く)までの区間」利用：5％で僅か

・通勤･通学者に限った利用区間別割合を推計すると、大阪市民
の“全区間利用者”：28％と他地域よりも多く、特に女性では
37％にも達する。いかに自転車愛用者が多いかがわかる

B：自転車乗車時間：
・平均乗車時間が長い順では“全区間利用者”、“職場・学校まで
利用者”、“駅・バス停等まで利用者”となる。詳細には“全区間
利用者”では乗車時間「11～20分」：40％と最多で、「30分超」：8
％も占める。 “駅・バス停等まで利用者”では「６～10分」：56％
と過半を占め、第２位の「５分以内」を加えた『10分以内』は84%
と大半を占める。残る“職場・学校まで利用者”は両者の中間

③ 通勤・通学時に利用する駐輪場のタイプ

・“全区間利用者”、“職場・学校まで利用者”の終点の職場・学校
で利用する駐輪場は、いずれも「職場・学校が管理する駐輪場」
が5～6割と過半を占め、他の駐輪場利用を合算すると７割以上

・問題の「駐輪場は利用しない」割合は“全区間利用者”の22％、
駅・バス停でも5､6％いる。しかも大阪市民では平均より５％高い
⇒ 大阪市では特に職場（近く）での駐輪場整備が喫緊の課題

すごく近所で
あり、自転車

で通勤・通学と
いうほどでは

ない
8.3%

通勤・通学自
体していない

34.3%

通勤・通学の
一部あるいは
全部に自転車
を利用している

20.0%

通勤・通学は
しているが、自
転車は（ふだ

ん）利用しない
37.4%

（n=2200)

60.9

55.4

66.8

71.6

64.1

80.0

44.5

38.2

51.7

53.9

56.8

51.3

34.7

37.8

31.3

24.7
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5.0

15.0

60.0

45.0

53.7

60.0

5.0

21.7

5.0

6.5
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11.4

20.0

22.6

30.0

9.6

4.5

10.0

0.4

1.9 3.2

3.3

1.3

0 20 40 60 80 100

自宅から職場・学校間の「職場・学校」

での駐輪場(n=272)

駅・バス停から職場・学校間の終点：

「職場・学校」での駐輪場(n=20)

自宅から駅・バス停間の「駅・

バス停等」での駐輪場(n=155)

駅・バス停から職場・学校間の起点：

「駅・バス停等」での駐輪場(n=20)

ロッカーやシャワー等の設備を備えた有料駐輪施設 レンタサイクル/コミュニティサイクルの基地

その他の有料駐輪場 職場・学校が管理する駐輪場

駐輪場は利用しない（路上や空き地などで駐輪） 無料駐輪場

その他

（％）

図①
通勤・通学時の
自転車利用状況

図③
通勤・通学時に
利用する駐輪場
のタイプ

↓

図②Ａ
地域別、男女別の
自転車利用区間

自宅から職場・学校(近く)までの全区間

自宅から駅・バス停までの区間のみ

駅
・バ
ス
停
等
か
ら
職
場
・学
校(

近
く)

ま
で
の
区
間
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■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（６） 自転車を使っての通勤・通学の状況（続き）

④ 自転車利用区間の行政境界の移動パターン

・自転車利用区間の始点と終点の位置関係を行政境界で
の移動パターンで類型化したところ、“全区間利用者”と
“駅・バス停等まで利用者”では「同区内で移動」割合：46％、
54％と半数前後を占め最多である

・大阪市民に関して男女別にこれらの構成比を算出すると、
“全区間利用者”の女性で「同区内で移動」が62.0％を占め、
「隣接する他区まで移動」を加えると約85％にまで達する
⇒ 特に女性に関しては職住近接ケースが多いことが特徴

・“全区間利用者”の典型的パターン：自宅の行政区域内の職
場･学校へ行くのに自転車で通っても20分（≒数km）以内で、
他の移動手段よりも利便性が高いと判断して利用している姿
・“駅・バス停等まで利用者”代表的パターン：最終目的地の
職場･学校は遠いので公共機関を利用し、自宅から利便性
の高いターミナルまで歩くには遠い（1km以上）ので10分
（≒3km）足らず自転車で通う

⑤ 通勤・通学時の駐輪場に関わる困りごと

・“全区間利用者”では、「屋根がなくて雨天時に困る」：29％
で最多。“駅・バス停等まで利用者”や“職場・学校まで利用
者”では、「駐輪料金が高い」が28％、30％となる

・利用している駐輪場別に集計すると特徴がある
・職場・ 学校管理の駐輪場利用者：「特になし」が半数近い
・無料駐輪場利用者：「屋根がなくて雨天時に困る」や

「駐輪マナーが悪く整列されていない」
を各３割弱の人が指摘

⑥ 通勤・通学用に購入した自転車付属品や補強した装備

・「特になし」：41％で最多。購入した装備としては、「チェーン
式のカギ」：22％、「手袋」：18％、「カギ」：17％、「夜間ライ
ト」：16％、「雨用コート」：12％、「傘ホルダー」：11％など
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(n=272)

　大阪市　男性(n=82)

　大阪市　女性(n=92)

自宅から駅・バス停等までの区間のみ

(n=155)

　大阪市　男性(n=38)

　大阪市　女性(n=22)

駅・バス停等から職場・学校（近く）までの区間

(n=20)

（％）

①同区内で移動 ①隣接する他区まで移動
①隣接しない他区まで移動 ①隣接する他市（他県の隣接市を含む）まで移動

①隣接しない他市（他県を含む）まで移動 ②同市内で移動
②隣接する他市（他県の隣接市を含む）まで移動 ②隣接しない他の市（他県を含む）まで

①区間の起点が東京23区・大阪市・堺市の場合　②区間の起点が東京23区・大阪市・堺市以外の場合

28.3
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駐輪場は利用しない

（路上や空き地など

で駐輪）　（n=72）

無料駐輪場（n=81）

（％）

特になし 駐輪料金が高い
駐輪場が駅から遠い 混雑していて駐輪に時間がかかる
駐輪マナーが悪く整列されていない 収容台数が少なくて駐められないことがある
駐輪の幅が狭い／高所にあるなどで駐輪しにくい 盗難や損傷防止の体制が不十分
自動システムの使い勝手が悪い 屋根がなくて雨天時に困る
その他

図④ 通勤・通学時の自転車利用による行政境界の移動パターン

図⑤ 通勤・通学時の駐輪場に関わる困りごと
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全体（n=804） 既利用者（n=307）

（％）

■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（６） 自転車を使っての通勤・通学の状況（続き）
⑦ 職場・学校が通勤・通学手段として自転車利用を推奨した

場合の対応（通勤・通学者のみ）

A：具体的な対応・切り替え意向：
・４人に１人がすでに自転車を利用しており、「切り替えるつも
りはない」割合：36％あることから、残る39％が潜在的利用者

・潜在利用者ベースに換算すると、「気候・天候がいい日・時期
だけ」乗る人が2/3に達する。次いで「体調や気分がいい時だ
け」乗る人や「自転車通勤手当等が支給されれば切り替える」
人が約1/3。「会社･学校が駐輪場を用意してくれれば切り替え
る」人も1/4余りいる

B：切り替える理由：
・「健康にいい・運動になる」：65％と最多で、「交通費が安くな
る」：54％と続き、過半数以上となるこの２要因に集約可能

・ただし、既に自転車を利用している人たちに限ると、僅差で
「交通費が安くなる」がトップとなり、「時間が節約できる」が
4割強で第3位に上昇。現実にはコストと時間的メリットが中心

⑧ 自転車による通勤・通学での問題・阻害要因（通勤・通学者のみ）

・「遠距離・坂道などで体力に自身がもてない」が34％と最多。
次いで「自転車で安全に走れる道路が未整備で危険を伴う」：
30％、「公共交通や車の方が快適性や時間面で有利」 ：28％

・⑦で「切り替えるつもりはない」とした回答者に限ると「体力に
自身がもてない」と「公共交通や車の方が有利である」が各4割
前後を占め、２大要因となり、全体とはやや様相が異なる

・逆に、潜在的利用者に限れば「道路が未整備で危険を伴う」
ことや「職場･学校に駐輪場がない」ことに加え、「排気ガスや
ほこりなど体に悪い」ことなど社会環境的条件が整っていない
ことを阻害要因としている

66.4

33.8

32.8

27.2

12.5
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3.6
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ロッカーやシャワー付の駐輪
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電車等に簡単に持ち込める
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その他

（％）
（n=497）

図⑦Ａ 職場・学校が通勤・通学に自転車利用を推奨した場合の
具体的な対応・切り替え意向

図⑦Ｂ 自転車利用を推奨した場合の対応・切り替えの理由

図⑧ 自転車による通勤・通学での問題・阻害要因 →
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参考図Ｃ
二輪車駐車場
の整備状況に
関する不満度

資料：「二輪車市場動向調査」（社）日本自動車工業会

《 参考資料 》 二輪車における諸状況 参考図Ｂ 二輪車の使用に際して気になる点

■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

参考図Ａ
交通機関別
旅行速度
調査の結果
（実測データ）
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(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 18

0

5

10

15

20

25

30

35

市内北部

大阪・梅田

なんば

天王寺・阿倍野

心斎橋

本町

京橋

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

市内東部

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

都心部

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

市内南東部

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

市内南部

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

市内西部

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

阪神近接エリア

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

北部近接エリア

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

東部近接エリア

（％）

0

5

10

15

20

25

30

35

南部近接エリア

（％）

■■４ 大都市住民の自転車利用実態調査

（７）レンタサイクル、コミュニティサイクルの利用意向

① 観光地でのレンタサイクル利用経験

・「利用したことがない」：56.6％と半数以上。観光に際して
念頭にレンタサイクルが無いことを示唆 ⇒ 周知活動が必要
・次いで「めったに利用しないが利用経験はある」：34.6％、
「たまに利用する」：7.5％。「よく利用する」はわずか1.3％

② 観光地でのレンタサイクル利用理由

・主たる理由は３つ：「徒歩より行動範囲が広がる」：77.3％、
「小回りが利いていろんなスポットや店舗に寄れる」：65.6％、
「見たいところを自分のペースで移動できる」：41.5％

③ コミュニティサイクルの認知度・利用経験

・「まったく知らない」：43.8％、「ＴＶなどで知ってはいるが利用
したことはない」：51.7％、「利用経験がある」の合計：4.5％

④ コミュニティサイクルの利用用途・場面（複数回答）

・「利用したくない」：41.8％、「利用したい」が半数超
・利用したい用途・場面：「都心での買い物」：29.3％で最多、
次いで「近所での買い物」：20.3％と買い物での利用が多い

⑤ コミュニティサイクルの利用希望駅（駅名記入、３駅以下）

・大阪市民で58.4％、大阪近郊住民で53.8％の人が具体的
な駅名を挙げて利用意向を示しており、予想外の結果

・人気度の高い順では「大阪・梅田」と「なんば」のトップ２が
大阪市民、近郊住民に共通して人気が高い
⇒ 南北２大ターミナルの広域的集客性が背景要因
・大阪・梅田（302人）：市内全域や北～東の近郊都市で人気
・なんば（216人）：市内南部を中心に淀川以南エリアで人気
・天王寺・阿倍野（87人）：市内南部・南東部でなんばに次ぐ
・心斎橋（68人）：都心部を中心に幅広いエリアで多少人気
・本町（43人）：都心部や市内南部でやや人気あり
・京橋（38人）：市内東部でなんばに次ぐ人気

図⑤ 居住エリア別にみたコミュニティサイクル利用の希望駅の人気度合い

注）各６駅の指名者÷全回答者

(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 19

（１）自転車に関わる市場と社会の新たな潮流

■■５ 自転車利用の新たな潮流と先駆的取組み

① 自転車消費者市場の変化

② 電動アシスト車の特定目的への応用の広がり

③ 自転車通勤者の増加とその対応

【自転車通勤者】
・自転車愛好者をはじめ、健康志向、
通勤ストレスからの解放など様々な
理由から自転車通勤が増加

自
転
車
利
用
の
増
加
と
利
用
の
多
様
化

【マンション居住者間での共同利用】
・高級マンションや丘陵地などの坂道が多い
地域の新築マンションにアシスト車の共同
利用システムを設置 。

メリット：利用者の利便性向上、駐輪場不足
の解消、自転車の散乱、盗難・放置
など防止対策 等

【業務用ではバイクからの切り替え】
・配達、サービス、訪問・巡回等、利用各社の
目的に応じてメーカーがカスタマイズ

理由：低コスト、免許が不要で人材確保が容易、
環境貢献企業としてイメージアップ、一方
通行規制の対象外で業務時間は短縮 等

【観光地でのレンタサイ
クル等としての利用】

・坂道の多い観光地でも
楽に回遊が可能。

【高級車用駐輪場】
・都心部に室内駐輪場とシャワー、
ロッカーを備えた施設がオープン。
もともとはランニングやジョギングを
楽しんでいる人のための施設。

電動アシスト車

クロスバイク

《 これまでと異質な自転車ブーム 》
健康志向、

通勤ストレスからの解放、
ファッション・・・等
利用者によって
動機はばらばら

女性向き自転車等

これまでは、マウンテンバ
イク等、特定モデルのヒット
がブームを呼んでいた。

〔関東都心〕
コンセプトショップ

〔関西〕 郊外型店

脱・安い軽快車

ライフスタイルに
合った

自転車選びへ

【企業側】
・先進的な企業では、駐輪場、シャワー
室を設置し、独自の自転車通勤手当
制度を設け、団体で保険に加入、マ
ナー研修を実施。

・社員のメタボ対策に効果

アパレル・付属品の
売り場面積拡大
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(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 20

■■５ 自転車利用の新たな潮流と先駆的取組み

（２）自転車利用環境の改善と促進をめざす先駆的取組み

① 管理中心からまちづくり計画へとつなぐ駐輪事業

Ａ：駐輪サービスの向上

・運営主体は行政から駐輪事業者へ
行政は事業者に土地を貸して駐輪事業をビジネス化

・民間の参入で新たなサービス
自動課金システム導入で24時間営業

クレームにはコールセンターの専門知識をもったスタッフが対応

引取りがない自転車の処分も、事業者が担当

Ｂ：利用目的に応じた区分の展開

Ｃ：まちづくりと連動した整備

・店舗に広がる駐輪場付置義務
駅周辺だけではなく、店舗や商店街などの商業施設での設置も
重要になってきた。駐輪場付置義務の条例制定とともに、義務を
強化する動きもある。

・官民で取り組む駐輪事業
自治体によっては、「自転車総合計画」を策定し、自転車に関わ
る施策の体系に駐輪場を位置づけている。
（京都市「改訂京都市自転車総合計画」など）

・今後問われるまちに合った駐輪デザイン
駐輪場の機能は、①収容できる→②利用者の利便性向上→③
デザイン性の向上と進化している。周囲の環境に馴染む駐輪場
のデザインが求められるようになってきた。

・鉄道事業者も駐輪場設置には前向きに変化
鉄道事業者は駅の商業施設には通勤・通学での鉄道利用以外の
利用者も取り込みたい。
商業施設に自転車で来る人のためにも駅前の整備が必要に。

・駅利用、商業施設利用で料金体系を区分
駅の駐輪場整備の２つの方向性

1>通勤・通学者の自転車の収容
一定額を得ることで駐輪場の効率を上げる

2>駅前商業施設に利用者を呼び込むため
利用者は料金がより安いということを重視

しかし、実際には駅利用者も商業施設利用者も入り混じってしまう
↓↓

通勤・通学利用者を排除するために、駅近くでは時間制を取り入れて
短時間利用は無料、長時間利用に課金するシステムを導入

「改定京都市自転車総合計画」における駐輪場の
整備・運営方針
○ 駐輪場の整備・運営
・民間事業者等との共汗による整備
主に行政が単独で進めてきた駐輪場整備について，今後
は，民間事業者や鉄道事業者との共汗による整備を中心
に推進していく。

・駐輪場利用者サービスの向上
市民ニーズを踏まえ，指定管理者制度を活用して利用者
サービス導入を推進し，市民満足度の向上を図る。

・駐輪場の料金体系の見直し
買い物等の短時間から，通勤通学等の長時間利用まで，
利用実態に応じた適切なコスト負担を求めるとともに，継
続的な管理と高い稼働水準を維持できるよう料金体系を
見直す。

(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 21

■■５ 自転車利用の新たな潮流と先駆的取組み （２）先駆的取組み（続き）

② 自転車の供用システムの構築

Ａ：レンタサイクルの役割

レンタサイクルは借りた場所（ポート）への返却が必要だが、コミュニティサイクルは返却ポートの選択が自由で、利便性は高い。ポート
は多い方が便利で、300mおきにあれば理想的。近年、地域性を活かしたコミュニティサイクルの社会実験が各地で展開

Ｂ：コミュニティサイクルの社会実験

【鉄道事業者の取組み】
・通勤・通学や業務での利用を対象とした駅レンタサイクル事業を、
鉄道事業者が展開。

・駅から先のフィーダー交通（端末交通）という位置づけで導入。
・精算には多機能IC決済サービス：PiTaPaが使用可能な例もある。
・新設駅では環境型モデルとして、太陽光パネルを屋根に設置。
レンタサイクル事業に電動アシスト車を導入。

【世田谷区の取組み】
・地価の高い駅前に駐輪場を設置するには限界があることから、
1994年より放置自転車対策と自転車利用促進を目指して、レン
タサイクルシステムを導入。

・東西に並走する３つの鉄道路線に対して南北をまたぐ交通需要
に応えるため、３つのポート間で自由に返却可能としている。

【名古屋市「名チャリ」 （２ヶ月）】
・利用目的：平日は「通勤」「業務」「自由（買い物等） 」が３割ずつ

なのに対し、休日は「自由」が６割以上を占める。
・ポート設置：名古屋駅～栄駅にかけて300m間隔で30箇所

・自転車：放置自転車を再利用
・利用料：無料。管理は携帯端末にスタッフが入力。
・実験結果：会員登録者30,794人、貸出回数98,846回

「名チャリ」の認知度：６割、利用したい：８割

【横浜市「コミュニティサイクル社会実験」 （1ヶ月）】

・利用目的：アンケートでは約８割が「観光・レジャー」
・ポート設置：みなとみらい21地区～関内・山下町一帯の10箇所

・自転車：新車で先進的なイメージを与えるためにデザインを統一
・利用料：会員登録料300円、定期1,000円。当初1時間無料、以降

1 時間毎に100円。
・実験結果：会員登録者1,340人、貸出回数3,322回

「コミュニティサイクルが本格実行されたら利用したい
か？」 ⇒ 利用したい：82％、改善されれば利用：17％
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(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 22

■■５ 自転車利用の新たな潮流と先駆的取組み

（２）自転車利用環境の改善と促進をめざす先駆的取組み（続き）

③自転車専用道の整備とマナー向上へ

Ａ： 自転車道モデル地区の整備

国交省「自転車通行環境に関するモデル地区事業」
＊2008年、国土交通省では全国からモデル事業を募集

全国で98ヶ所を指定。

国土交通省
http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha08/06/060117_.html

Ｂ： 大阪府の安全教育

【高校生への交通教育】
・2007年度の高校の学区改正により１学区がカバーする範囲が
広域となり、これによって自転車通学が増加。

・一部の高校では、高校生自身が講師となって高校生に安全教
育を行なうという手法を取り入れ、この教育を受けない生徒に
は自転車通学が認められないことになっている。 高校生への

取組みは大阪府独自のもの。

Ｃ：脱クルマ社会を目指すコミュニティサイクル

《パリの「ヴェリブ」》

・2001年、パリでは深刻化する自動車渋滞による大気汚染に対し

て多くの大胆な自動車交通量を削減する政策を実施してきた。

その目玉とも言えるのが、短距離の移動手段として位置づけられ

ているバイクシェアリング(＝コミュニティサイクル)･システム：

ヴェリブである。

・自転車台数：23千台 ポート設置：1,700箇所

・バイクステーション設置間隔：300ｍを目安に整備

・利用料金：最初の30分は無料、それ以上は追加料金が必要

【富山市のコミュニティサイクル「シクロシティ富山」】
・市では「環境モデル都市行動計画」のもと、ＬＲＴなどの公共
交通を軸とした脱クルマ社会のコンパクトなまちづくりを推進
し、モーダルシフト、CO2削減に取り組んできた。

・コミュニティサイクルは市のめざす交通体系のうち、都心エリ
アでのフィーダー交通としての役割を担う位置づけ。 2010年３

月からサービス開始、本格的な導入事例は国内で初めて。
・運営主体はパリのヴェリブの運営でノウハウと実績を持つ企
業の子会社。

(財)大阪市都市型産業振興センター経済調査室 作成 23

■■６ 将来の社会像から捉えた自転車関連産業の 拡大・発展への課題

① 自転車をめぐる大都市住民の不満と課題解決への要望

・現状の利用環境は様々な点で改善が要請されている
⇒ 行政等：使いやすい駐輪場整備と自転車道／レーンなどの整備 自転車利用者：利用マナーの教育･指導（歩行者の強い要請）

自転車関連産業：自転車本体・主要部品メーカーや付属品開発、販売店、行政・駐輪場などサービス事業者、企業･学校等などへも

（１）将来の社会像から捉えた自転車利用の理想像

歩行者 自転車利用者

駐
輪
行
為
・駐
輪
場
に
関
し
て

自
転
車
走
行
・
道
路
に
関
し
て

放置自転車
の取り締まり

強化（92）

利用マナー
の教育・指導

（163）

駐輪場の
整備（525）

駐輪料金が
高い（18）

駐輪場の機能・サービス
に不満がある（12）

駐輪料金の低廉化（255）
・駐輪料金の減額／

無料化（245）
・買物ポイント制/補助

カードなど（10）

自動車ドライバー

道路の逆走や
路肩駐輪など

車にとって危険（14）

段差の解消（4）

マナー違反
の取締り（58）

利
用
環
境
に
関
し
て

車と同様の制度の導入（106）
・法整備（8）・免許制（36）
・罰金制（40）・保険制（10）

など

撤去自転車の
引き取りが
しずらい（2）

撤去車保管場の改善（12）
・リサイクルの推進など

違法駐輪など
駐輪マナーが

悪い（70）

乗車マナー
が悪い（97）

駐輪スペースが
不足して

停められない（68）

駐輪の撤去が厳
し過ぎる（36）

(物理的に)
走りにくい

道路が多い（4）

車が安心して
走れる道路整備、

対策推進（2）

自転車レーンを
歩行するなど

歩行者のマナー
が悪い（3）

自転車が安心して
走れる道路・レーン

が少ない（27）

総合的な自転車利用
環境の整備

環境面から
自転車利用の推進

自転車利用環境の改善（25）

総合的な自転車利用
環境の整備

環境面から
自転車利用の推進

自転車利用環境の改善（25）

自転車専用
道路・レーン／

歩道の整備（251）

凡 例

（ ）内の数字は回答数

不満 課題解決

凡 例

（ ）内の数字は回答数

不満 課題解決

路上駐車が
多くて危険（2）

駐輪場の機能等の改善
策（66）

■入出庫時の利便性向
上（37）

■空気入れなどサービ
スの多様化（7）

■管理体制の充実（22）

自転車本体・主要部品（207）
■総合的機能・質の改良
◇安全性・安定性の向上（39）
◇軽くてコンパクトで持ち運び容易な自転車の開発（23

）など
■部品・パーツの改善 ◇パンクしにくいタイヤの開発

（16）
■価格の低廉化 ◇安価（で丈夫）な自転車（36）
自転車付属品（161）
■安全性・防犯性向上
◇盗難・ひったくり防止など防犯性を高める付属品開発

（43）
◇ライトの利便性・機能性などの向上（17）
■その他
◇雨天時/日よけ対策向け自転車グッズ開発（55）
◇荷物関連用品の利便性・ファッション性 向上（16）

自転車販売店（39） ◇メンテナンスサービス向上（20）
自転車用ウェアメーカー（35）

◇雨天時向けウェアの機能性・ファッション性向上（24）
駐輪場メーカー（46）◇出し入れしやすさ向上（13）

自転車関連の事業者への要望

自転車メーカーへの要望

行政（51）◇自転車への助成/エコポイント制度の導入
（30）

コミュニティ（レンタ）サイクル事業者（44）
◇多くの駅・観光地での事業展開（42）

コンビニ等商業者（21）◇（無料）空気入れサービス（13）
企業・学校/自転車通勤者への施策（14）

◇自転車通勤者への助成/優遇政策（9）
鉄道事業者（5）◇自転車持込の利便性向上（5）

自転車関連の事業者への要望
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■■６ 将来の社会像から捉えた自転車関連産業の 拡大・発展への課題

② 自転車全般に関する住民の認識

・自転車はオートバイよりも好まれており、地球環境の
ためにも社会全体として自転車利用が拡がってほしい

・一方で、現状での自転車利用者はマナーも悪く、危な
くて増えてほしくないとする住民も多い

理想と現実とのギャップは大きい

・自転車は健康増進に役立っている乗り物と捉え、道具
と割り切る考えが多数派

・ファッション性や多様性などへの要望もさほど高くなく、
一台で十分。好みの自転車への買換え需要も高くない

③ 大都市における自転車利用のあり方を踏まえた自転車
利用の理想像

・大都市圏における自転車利用のあり方に関して５つの
観点から住民の意見を質問

・使いやすい駐輪場や自転車道／レーンが整備され、
同時に利用者の乗車マナーが向上するとともに、雨
の日などでも安全に使える乗り物へと改良され、さら
に利用者の好みや必要機能に見合った自転車が使
いやすい形で提供され、メンテナンスなどのサービス
も整った社会環境

結果
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買い物用と遊び用など、利用目的別に複数台を所有したい

サイクリングは趣味や気分転換として、自分の生活にとけ込んでいる

自転車ライフをより楽しむために、様々なタイプのものや関連商品がもっと
市場に出回ってほしい

金銭的余裕ができれば流行している好みの自転車に買い替えたい

自転車は自分の健康増進に役立っていると感じる

自転車は道具と割り切り、不必要な機能やファッション性は求めない

自転車（電動アシスト自転車を含む）は生活に欠かせない必需品である

現状での自転車利用者はマナーも悪く、危なくて増えてほしくない

オートバイよりも自転車の方が好きである

地球環境のために社会全体として自転車利用が拡がってほしい

大変当てはまる まあまあ当てはまる あまり当てはまらない まったく当てはまらない

（％）
（n=2200）
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企業や学校等は（講習なども実施して）自転車通勤・通学を推奨するべき

都心エリアに手軽に利用できるコミュニティサイクルなどを普及させるべき

歩道上などに駐輪している自転車を撤去するなどして、厳しく取り締まるべ
き

大都市行政は自転車レーン整備など自転車が乗りやすい街づくりを進める
べき

店舗・駅などには利用しやすい駐輪場の拡充やサービス向上に注力する

べき

大変当てはまる まあまあ当てはまる あまり当てはまらない まったく当てはまらない

（％）
（n=2200）

図②－１ 自転車に関する考え

図②－２ 大都市における自転車利用のあり方に関する考え

（１）将来の社会像から捉えた自転車利用
の理想像 （続き）
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■■６ 将来の社会像から捉えた自転車関連産業の 拡大・発展への課題

● 地域の総力を結集した連携的推進体制の必要性
・理想像の実現に向けて、単に自転車メーカーや関連業界など
民間企業サイドが努力するだけではなく、自治体、道路管理者、
鉄道等事業体、警察、住民・地域（自治会・学校、商店街など）、
及び一般企業などが歩みを一体的に進めていくことが不可欠

● 各主体が中心となって推進すべき事項
１）自治体：最も多大な推進力となるべき主体であり、地域

ニーズに即した駐輪場の整備・運営
２）道路管理者：自転車専用道路／レーンの整備
３）鉄道等事業体：鉄道利用者のニーズにかなった駐輪場整備・

運営やコミュニティサイクル業など
４）警察：住民の自転車利用にかかるマナー向上
５）住民・地域：地域ぐるみで警察の指導を仰ぐ姿勢

商店街や商業施設では駐輪場を十分に確保し、
様々なサービスで自転車利用者の便宜を図る

６）企業・団体：自転車通勤する従業員にマナー遵守の教育・
徹底、地球環境の観点から自転車通勤の奨励

●次年度以降に詳細に詰めるべき調査検討課題
・民間企業の活躍・参入が期待できる有望市場分野の例示
１）自転車本体や駐輪設備等の最適な設計を含めたコミュニティ

サイクル事業の展開方策
２）公開空地利用をも含めた街ナカ駐輪場事業の実施可能性と

行政支援方策
３）市民ニーズの高い雨天時の自転車利用ウェア/機器等開発

（２）理想像実現に向けた推進事項と自転車
関連産業の拡大・発展可能性の検討課題

《 参考 》 人と環境にやさしい自転車利用環境整備の推進（新規事業）
（資料） 街路事業関係予算概算要求概要（FY21）


